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【付録1】
国防に関する法律2002年第3号
（前文省略、本文は全訳、解説は抄訳）
第一車　線則
第1条　本法律では、以下の通りとする。
1．国防とは、民族と国家の一体性に対する脅威と障害から、国家主権、イ
ンドネシア共和国の領域的一体性、全民族の安全を維持するためのあらゆ
る営為である。
2．国防システムとは、国民、領土、その他の国家資源全体に関わる包括的
な性格を持ち、政府によって早期に準備され、総体的に統合的に方向付け
られ、あらゆる脅威から国家主権及び領域的一体性と全民族の安全を確立
するために継続して行われる防衛システムである。
3．国防の実施とは、国防政策を実施するためのあらゆる活動である。
4．国防の管理運営とは、国防の計画、連行、監督、統制に関わる戦略及び
政策レベルにおけるあらゆる活動である。
5．主要要素とは、インドネシア国軍であり、防衛任務を運行するために待
機する。
6．予備要素とは、主要要素の力と能力を拡大し、強化するために動員され
る国家資源である。
7．補助要素とは、主要要素と予備要素の力と能力を高めるために使用され
得る国家資源である。
8．国家資源とは、人的資源、天然資源、人工資源である。
9．天然資源とは、元のままの形で国防の利益のために利用され得る土壌や
水、空気中に含まれる潜在力である。
10．人工資源とは、国防の利益のために効率性を高めた天然資源のことであ
る。
11．インフラストラクチャーと国家資本とは、国益を保護する上で国防の利
益のための補助装置として利用され得る、人間の知的エネルギーの成果で
ある。
12．国民とは、インドネシア共和国国民である。
13．国会とは、インドネシア共和国国会である。
14．大臣とは、国防分野に責任を有する大臣である。
15．司令官とは、インドネシア国軍司令官である。
16．軍の参謀長とは、陸軍参謀長、海軍参謀長、空軍参謀長である。
第二章　本質、基礎、目的、機能
第2粂　国防の本質は、国民の権利と義務への意識と力それ自身への確信に
－181一
基づいて実施される、全体的性格を持ったあらゆる国防営為である。
第3粂
第1項　国防は、民主主義の原則、人権、公共の福祉、生活環境、国の法
律の規定、国際法と国際慣行、及び平和共存と善隣友好の原則に基づい
て編成される。
第2項　国防は、群島国家としてのインドネシアの地政学的状況に考慮し
て編成される。
第4粂　国防のH的は、あらゆる形態の脅威から国家主権、インドネシア統
一共和国の領域的一体性、全民族の安全を守ることである。
第5条　国防の機能は、一個の防衛部隊としてインドネシア統一共和国の領
域的一体性を確立し、維持することである。
第三章　因防の実施
第6条　国防は、国家と民族の能力・予防力を建設し、築き、あらゆる脅威
を克服する営みを通じて実施される。
第7条
第1項　第6条でいうところの国防について、政府はこれを実施し、国防
システムを通じて早期に整える。
第2項　軍事的脅威に直面した際、国防システムに基づいて主要要素とし
てのインドネシア国軍が配置され、それは予備要素と補助要素の支援を
受ける。
（解説）軍事的脅威とは、国家主権、国の領域的一体性、全民族の安全
を危険に晒す能力を持つと評価される組織的な武力を利用した脅威であ
る。とりわけ、以下のような形をとり得る。
a．国家主権、国の領域的一体性、全民族の安全に対する武力を利用し
た他国からの攻撃、あるいは、その他の形・方法をとった攻撃であり、
以下に挙げるものである。
1）インドネシア統一共和国の領域に対する他国の武力による攻撃の
形をとった侵攻。
2）インドネシア統一共和国の領域に対する他国の武装軍による他の
武器を利用した爆撃。
3）他回の武装軍によるインドネシア統一共和国の港、海岸、空域の
封鎖。
4）インドネシア国軍の陸軍部隊、海軍部隊、空軍部隊に対する他国
の武装軍による攻撃。
5）条約に基づいてインドネシア統一共和国の領域内にあるものの、
その行為または存在が条約の規定に反する他国の武力。
6）インドネシア統一共和国に対する攻撃を行うための準備地域とし
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て領域を利用することをある国が許可すること。
7）インドネシア統一共和国の領域で暴力行為を行うための、あるい
は上記のような行為を行うための他国による武装集団あるいは傭兵
の派遣。
b．非商業用の船舶や航空機を利用した他国による領域侵犯。
C．軍事機密を調査したり、獲得しようとする他国によるスパイ活動。
d．民族の安全を危険に晒すような、重要な軍事機関や死活的に重要な
国家的対象物を破壊する活動。
e．国際的なテロ・ネットワークによって行われる、もしくは国内のテ
ロリズムまたは過激化した国内のテロリズムとの協力の下に行われる、
国家主権、国の領域的一体性、全民族の安全が危険に晒されるような
武装テロ行為。
f．武装反乱。
g．武装した社会集団間の内戦。
第3項　非軍事的脅威に直面した際、国防システムに基づいて主要要素と
して国防外の政府機関が配置され、直面する脅威の形態と性格に従って、
それは他の要素や民族勢力の支援を受ける。
第8粂
第1項　予備要素は、国民、天然資源、人工資源、国家的インフラストラ
クチャー及び国家資本から成り、それらは主要要素を拡大し、強化する
ために動員される。
第2項　補助要素は、国民、天然資源、人工資源、国家的インフラストラ
クチャー及び国家資本から成り、それらは直接的・間接的に主要要素及
び予備要素の力と能力を向上させ得る。
第3項　第1項及び第2項でいうところの予備要素及び補助要素について
は、法律でこれを定める。
第9条
第1項　全ての国民は、国防を実施する上で国の防衛営為に参加する権利
と義務を持つ。
第2項　第1項でいうところの国の防衛営為への国民の参加は、以下のよ
うに実施される。
a．国民教育
b．義務の形で課せられる軍事訓練
C．志願もしくは義務の形での国軍軍人としての勤務
d．職業に沿った勤務
第3項　国民教育、義務の形で課せられる軍事訓練、職業に沿った勤務に
関する規定については、法律でこれを定める。
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第10条
第1項　国軍はインドネシア統一共和国の防衛装置としての役割を持つ。
第2項　国軍は陸軍、海軍、空軍から成る。
第3項　国軍は以下のような国防政策を実施する任務を負う。
a．国家主権と領域的一体性を保全する。
b．民族の名誉と安全を守る。
C．戦争以外の軍事作戦を行う。
（解説）軍事作戦には基本的に戦争のための軍事作戦と戦争以外の軍事
作戦がある。軍事作戦は軍の部隊によって行われる計画された活動であ
り、標約・時間・場所・兵姑支援は詳細な計画を通じて定められる。戦
争以外の軍事作戦とは、社会奉仕活動、社会の治安秩序維持任務におけ
る国家警察に対する支援、文民政府に対する支援、航海・航空の安全確
保、捜索救援活動の支援、避難支援、自然災害の被害への対処である。
戦争以外の軍事作戦は、要請及び、もしくは法律の規定に基づいて行わ
れる。
d．地域的平和と国際的平和を守る任務に積極的に参加する。
第11条　国防装置としての国軍の組織編成、任務、機能については、法律で
これを定める。
第四章　国防システムの管理運営
第12条　国の統治の一機能としての国防システムの管理運営は、国益を守り、
国防分野における国家政策を支援することをその日的とする。
（解説）国益とは、パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシア統
一共和国の堅持であり、また開発と国家の目的を実現するために継続し
て行われる円滑かつ安全な国家開発を保障することである。国益は以下
のルールに留意しながら実現される。
1．パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシアの社会生活、民族、
国家のルール。
2．継続性と環境ビジョン、群島理論に基づいた国家強靭性を持ち、国
家開発を通じて行われる国家目標を実現させるための営為。
3．利用されるインフラは、全体的に統合的に利用される国家的な力、
その潜在力の全てである。
第13条
第1項　大統領は国防システムの管理運営の権限を持ち、その責任を負う。
第2項　第1項でいうところの国防システムの管理運営において、大統領
は国防システムの計画、実施、監視の指針となる総合的な国防政策を決
定する。
第14条
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第1項　大統領は国軍兵力を出動させる権限を有し、その責任を負う。
（解説）軍事作戦における国軍兵力の出動権限は、ただ大統領に存する。
第2項　第1項でいうところの武装した脅威に対処するために国軍兵力を
出動させる上で、大穂領は国会の同意を得なければならない。
（解説）武装した脅威とは、国家主権、領域的一体性、全民族の安全を
脅かす国内外からの組線的で武装した集団による営為・活動である。
第3項　武装した脅威に直面する差し迫った状況においては、大統領は国
軍兵力を直接的に出動させることができる。
第4項　第3項でいうところの国軍兵力の直接的な出動においては、大統
領は最も遅くても2×24時間以内に国会に対して同意を求めなくてはな
らない。
（解説）兵力出動の決定後、2×24時間以内である。
第5項　第3項でいうところの出動に国会が同意しない場合には、大統領
は軍事作戦の出動を停止する。
第15条
第1項　第13粂第2項でいうところの総合的な国防政策を決定する上で、
大統領は国防評議会の補佐を受ける。
第2項　第1項でいうところの国防評議会は、総合的な国防計画とあらゆ
る国防構成要素の出動を決定する上で、大統領に助言を与える機能を持
つ。
第3項　上の機能を果たす上で、国防評議会は以下のような任務を有する。
a．国防の実施を支援する上で、省庁、非省庁の政府機関、国民及び国
軍が各々の任務と責任を果たすことができるように、統合的な国防政
策を研究し、評価し、策定する。
b．動員と動員解除の面で、国防構成要素の出動に関する統合的政策を
研究し、評価し、策定する。
C．定められる政策のリスクを研究し、評価する。
第4項　第1項でいうところの国防評議会は、大統領が議長を務め、同等
の権利と義務を持つ常任委員と非常任委員から構成される。
第5項　常任委月は、副大統領、国防大臣、外務大臣、内務大臣、国軍司
令官から構成される。
第6項　非常任委員は、直面する問題に沿って必要と思われる政府及び非
政府の高官から構成される。
第7項　常任委員及び非常任委員は大統領によって任命される。
（解説）非常任・非政蹄系委員は5人であり、国防分野の専門家、社会
組織、市民団体から成る。
第8項　第1項でいうところの国防評議会の組織編成と業務規定について
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は、大統領決定でこれを定める。
第16条
第1項　国防大臣は国防省を統括する。
第2項　国防大臣は総合的な国防政策を策定する上で大統領を補佐する。
第3項　国防大臣は大統領が決定した総合的な政策に基づいて国防の実施
に関する政策を決定する。
第4項　国防大臣は国防白書を作成し、当該分野における二国間の、地域
的な、国際的な協力政策を決定する。
（解説）国防自書とは、全体的な国防政策の表明であり、相互の信頼感
を醸成し、紛争の火種を無くするために、国防大臣はこれを刊行し、国
内的にも国際的にも社会に周知させる。
第5項　国防大臣は、国軍及び他の国防要素の兵力の使用に関する総合的
な政策を決定する。
第6項　国防大臣は、国軍及び他の国防要素が必要とする予算、調達、人
員採用、国家資源の管理運用、防衛技術・防衛産業の整備をめぐる政策
を決定する。
第7項　国防大臣は、省の指導部や他の政府系機関と協力して、防衛の利
益のために国家資源の管理運用の戦略計画を策定し、実施する。
第17条
第1項　大統領は国会の同意を得て国軍司令官の任免を行う。
第2項　第1項でいうところの国軍司令官の任命は、参謀長またはその経
験者である国軍高級将校から任命される。
第3項　大統領は回軍司令官の提案を受けて参謀長の任免を行う。
（解説）参謀長の任命にあたり、国軍司令官は最低でも2人の候補者を
提出する。
第4項　第1項と第3項でいうところの国軍司令官と参謀長の任免手続き
については、大統領決定でさらに定める。
第18条
第1項　国軍司令官は国軍を指揮する。
第2項　国軍司令官は戦略計画、軍事作戦、軍の職務と軍事力の整備を行
い、警戒を維持する。
第3項　国軍司令官は法律に基づいて軍事作戦を実施する上で、全ての国
防要素を使用する権限を有する。
第4項　国軍司令官は国防要素の便凧こおいて大統領に責任を負い、国防
大臣と協力して国軍の必要物資を補充する。
第19条　国防機関の権限外の非軍事的脅威に直面した場合には、担当機関の
指導部と調整して対処する。
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第五章　国防能力の整備
第20条
第1項　本法律でいうところの国防システムの実施のために、国防能力の
整備が目指される。
第2項　国防能力を向上させるために利用され得る人的資源、天然資源、
人工資源、価値、テクノロジー、資金といったあらゆる国家資源につい
ては、政令でこれを定める。
（解説）国防システムに関連した価値とは、以下のものを指す。
a．パンチヤシラと1945年憲法に含まれる価値。
b．サブタ・マルガ、軍人宣誓、国軍ドクトリンに含まれる価値。
C．戦う民族としての価値。
d．相互扶助の価値。
e．インドネシア民族の必要性に合った新しい価値。
第3項　第1項でいうところの国防能力の整備に留意しなければならない
地域開発については、政令でこれを定める。
第21条　あらゆる天然資源・人工資源の利用は、継続性と多様性の原則と生
活環境の生産性に留意して行われなければならない。
第22条
第1項　インドネシアの地域は、社会の権利と法律の規定に留意して国防
能力の整備のために活用され得る。
第2項　戦略的恒常的な軍事機関及び軍事訓練として利用される地域につ
いては、政令でこれを定める。
第23粂
第1項　国防能力の向上において、政府は国防分野における産業とテクノ
ロジーの研究・発展を行う。
第2項　第1項でいうところの任務を遂行する上で、国防大臣は国防産業
の成長を後押しし、促進する。
第六章　監視
第24条
第1項　国会は国防政策一般の実施に対して監視を行う。
第2項　国会は国防の実施及び管理について情報を求めることができる。
第七章　国防費
第25条
第1項　国防費は国家予算から支出される。
第2項　国防費は、国軍及び他の国防要素を建設し、育成し、発展させ、
使用することを目的として使われる。
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第八章　移行規定
第26条　本法律の施行にあたり、本法律に基づく新しい実施規定が制定され
ないうちは、また既存の規定が本法律と矛盾しない限りにおいて、国防に
関する既存の全ての実施規定は有効である。
第27条　既存の国防実施要素である組織や部局は、本法律における規定に基
づいて新しい組織や部局と替わるまで有効である。
第九章　附則
第28条　本法律の施行をもって、以下の法律は廃棄される。
国防治安に関する法律1982年第20号及び、同法律の変更に関する法律1988
年第1号。
第29粂　本法律は法制化の日付をもって施行される。何びとも官報の掲載を
通じて本法律の法制化を知り、これを周知させること。
2（泊2年1月8日
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【付録21
インドネシア国軍に関する法律2∝国年第34号
（前文を含む本文は全訳、解説は抄訳）
a．インドネシアの国家的目的は、全民族と祖国インドネシアを守り、公共
の福祉を増進し、民族生活の知的水準を向上させ、独立と永遠平和と社会
正義に基づく世界秩序の実現に参与することにある。
b．国防は、民族と国家の一体性に対する軍事的脅威及び武装した脅威から
国家主権を堅持し、インドネシア統一共和国の領域的一体性と全民族の安
全を維持することである。
C．インドネシア統一共和国の防衛装置としてのインドネシア国軍は、国家
主権を堅持し、領域的一体性を維持し、全民族の安全を守り、戦争のため
の軍事作戦及び戦争以外の軍事作戦を運行し、地域の平和及び国際平和を
実現する任務に積極的に参加するために国防政策を遂行する任務を負う。
d．インドネシア国軍は、民主主義の価値と原則、文民優位、人道的権利、
国内法の規定及び、すでに批准された国際法の規定を参照しつつ、透明性
を持ち、説明責任のある形で管理される国家予算の支援を受けて、国の政
治的利益に従って専門職業的に建設され、発展される。
e．インドネシア共和国軍軍人に関する法律1988年第2号は、改革と民主主
義の要求や社会の法意識の発展に後押しされて、「インドネシア共和国国
軍」（AngkatanBersenjataRepublikIndonesia）から「インドネシア国軍」
（TentaraNasionaHndonesia）へと発展的に変わった、その変化にもはや
合致せず、それゆえにこの法律は改正される必要性がある。
f．国防に関する法律2002年第3号（インドネシア共和国官報2（泊2年第3号、
インドネシア共和国官報補第4169号）は、国軍に関する法律の規定の設置
を指示している。
g．上のa，b，C，d，e，fでいうところの判断に基づいて、国軍に関
する法律を策定する必要がある。
1．1945年憲法の第5粂第1項、第10条、第11粂第1項、第12条、第20条、
第22条、第22条A、第27条第3項、第30条、
2．国軍と国家警察の分鰍こ関する国民協議会決定20∝〉年第6号及び、国軍
と国家警察の役割に関する国民協議会決定2（沿0年第7号、
3．国防に関する法律2∝〉2年第3号（インドネシア共和国官報2002年第3号、
インドネシア共和国官報補第4169号）、
を鑑みて、インドネシア共和国国会とインドネシア共和国大統領の同意の下
に、インドネシア国軍に関する法律を定めることをここに決する。
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第一車　総則
第1条　本法律では、以下の通りとする。
1．国家とは、パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシア統一共和
国である。
2．国民とは、インドネシア共和国国民である。
3．政府とは、インドネシア共和国政府である。
4．領域とは、法律の規定に基づくインドネシア統一共和国の全領域であ
る。
5．国防とは、民族と国家の一体性に対する脅威と障害から国家主権を堅
持し、インドネシア統一共和国の領域的一体性を維持し、全民族の安全
を守るためのあらゆる営為であり、それは群島国家としてのインドネシ
アの地政学的状況を考慮して編成される。
6．国防システムとは、国民、領域、その他の国家資源全体に関わる包括
的な性格を持ち、政府によって早期に準備され、総体的に統合的に方向
付けられ、あらゆる脅威から国家主権を堅持し、インドネシア統一共和
国の領域的一体性を維持し、全民族の安全を守るために継続して行われ
る防衛システムである。
7．国軍とは、インドネシア国軍である。
8．国防省とは、国防分野における政府の機能を実施する機関である。
9．国防大臣とは、国防分野における責任を担う大臣である。
10．国軍司令官とは、回軍を指揮する軍の最高位の将校であり、以下では
司令官とする。
11．軍とは、陸軍、海軍、空軍である。
12．軍参謀長とは、陸軍参謀長、海軍参謀長、空軍参謀長である。
13．軍人とは、国軍人員である。
14．軍務とは、国軍軍人としての国民の奉仕である。
15．志願軍人とは、自ら望んで軍務に就く国民である。
16．徴募軍人とは、法律の規定に基づいて義務付けられたゆえに軍務に就
く国民である。
17．学徒軍人とは、軍人になるための最初の教育を受けている国民である。
18．最初の教育とは、基本的な軍人教育を通じて国軍人則こなる学徒軍人
を形成するための教育である。
19．軍人形成のための教育には、階級別の教育を通じて、兵卒が下士官に
なるための教育と下士官が将校になるための教育がある。
20．軍部（MⅡiter）とは、法律の規定で定められた戦争を行う国家の軍事
力である。
21．軍隊（Tentara）とは、軍事的脅威及び武装した脅威に対処すること
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を目的に、国防任務を行うために準備され、武装された国民である。
22．脅威とは、国家主権、国家領域の一体性、全民族の安全を脅かす、も
しくは危険に晒すと認識された国内外からのあらゆる営為・活動である。
23．軍事的脅威とは、ある国の他国に対する、軍部によって行われる脅威
である。
別．武装した脅威とは、武装勢力の運動から来る脅威である。
25．武装連動とは、武装敵対行為を行うことで合法的な政府に対して反抗
する、ある国の国民の一集団の運動である。
第二車　アイデンティティ
第2粂　国軍のアイデンティティは以下のとおりである。
a．国民の軍隊、すなわちその人月がインドネシア国民であるところの軍
隊である。
b．戦士の軍隊、すなわちその任務を遂行し、全うする上で決して屈する
ことなく、インドネシア統一共和国を堅持するために戦う軍隊である。
C．国家的軍隊、すなわち地方、エスニック・グループ、宗教集団の利益
の上に国益を置いて任務を行うインドネシアの民族的軍隊である。
d．専門職業的軍隊、すなわち良く訓練され、教育され、装備された軍隊
であり、それは現実政治やビジネスに関わることなく、その福祉は保障
され、民主主義の原則、文民優位、人道的権利、国内法の規定、すでに
批准された国際法の規定を遵守する国の政治的政策に従う。
（解説）専門職業的軍隊とは、軍装備の使用に熱達し、優れた運動能力
を持ち、戦闘装備の使用に熟達し、測定的に任務を遂行することができ、
説明責任の価値を満足させる軍隊である。そのために、軍隊は他の軍の
武器や装備を使用する訓練を受け、戦術的軍事演習の訓練を受け、科学
技術とテクノロジーの教育を受け、武器や装備を備え、軍人の福祉が政
府によって保障され、その結果、戦闘能力に熱達することが望まれる。
軍隊は現実政治に関わらないとは、民主主義、文民優位、人道的権利の
原則や国内法、すでに批准した国際法の規定を重んずるという形で軍隊
が国政に参与するということを意味する。文民優位とは、民主主義の原
則に従って総選挙の結果を通じて国民に選ばれた国家指導者に付随する
政治的権力のことである。国軍との関係において、文民優位とは国家機
構の意思決定プロセスを通じて大統領が決めたいかなる政策にも国軍が
従うことを意味する。
第三章　地位
第3条
第1項　軍事力の動員及び使用においては、国軍は大統領の下に置かれる。
第2項　防衛政策・防衛戦略及び行政的支援においては、国軍は国防省の
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調整の下に置かれる。
（解説）国防省の調整の下に置かれるのは、国防の管理運営、予算案の
策定、調達、人員採用、国家資源の管理運用及び、国軍と他の国防要素
が必要とする防衛産業・テクノロジーの育成などを含む戦略計画に関連
したあらゆることである。他方で、教育、訓練、兵力の準備など国軍の
軍事力の整備、軍事ドクトリンは国軍司令官の下に置かれ、匡軍司令官
は軍参謀長の補佐を受ける。匡l防の管理運営の効果と効率性を達成する
ために、将来的に国軍組織は国防省内に置かれることになる。
第4条
第1項　国軍は、陸軍、海軍、空軍から成り、その任務は各々もしくは国
軍司令官の指揮の下に統合して行う。
第2項　第1項でいうところの各軍はひとしく平等の地位を有する。
第四章　役割、機能、任務
第一部　役割
第5条　国軍は防衛分野における国家装置であり、その任務を遂行する上で
国の政策と政治的決定に基づく。
（解説）国の政策と政治的決定とは、法規走に従って協議会や作業部会
のような、政府と国会との間の業務上の関係メカニズムを通じて政府と
国会とが共同で定めた政策のことである。
第二部　機能
第6条
第1項　国家の防衛装置としての国軍は以下のような機能を有する。
a．国家主権、領域的一体性、民族の安全への国内外からのいかなる形の
軍事的脅威もしくは武装した脅威に対する防衛。
b．第1項aでいうところのいかなる形の脅威にも対処すること。
C．治安の混乱による国の治安状況の回復。
第2項　第1項でいうところの機能を行う上で、国軍は国防システムの主
要な要素である。
第三部　任務
第7条
第1項　国軍の主要な任務は、民族と国家の一体性に対する脅威と障害か
ら、国家主権を堅持し、パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシ
ア統一共和国の領域的一体性を維持し、祖国インドネシア及び全民族を
守ることである。
（解説）
a．武力を用いた侵攻とは次に挙げるものである。
1．武力を用いた侵攻。
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2．他の武器を用いた爆撃。
3．港、海岸、空域あるいはインドネシア統一共和国の全領域の封鎖。
4．隆・海・空軍部隊に対する他国の武装攻撃。
5．合意された規定あるいは条約に反する、インドネシア統一共和国
領域内における外国の武力の存在あるいはその行動。
6．インドネシア統一共和国に対して攻撃あるいは侵攻を行うために
他国がその領域の利用を許可すること。
7．インドネシア統一共和国の領域内で暴力行為を行うための武装集
団あるいは傭兵の派遣。
8．大統領が決定したその他の脅威。
b．他国による領域の侵犯。
C．武装反乱すなわち合法的政府に反抗する武装運動。
d．重要機関や死活的に重要な国家的対象に対する破壊活動。
e．軍事機密を調査したり、獲得しようとする他国によるスパイ活動。
f．国際的なテロリストによって行われる、もしくは国内のテロリスト
との協力によって行われる、または国内のテロリストによって行われ
る武装テロ行為。
g．インドネシアの国家的管轄下にある海もしくは空における治安への
脅威。次のような形をとって行われる。
1．海賊または強奪行為。
2．民族の安全を脅かす武器、銃弾、爆発物その他の材料の密輸。
3．密漁もしくは海洋資源を盗む行為。
h．民族の安全を脅かし得る社会集団間の紛争。
第2項　第1項でいうところの主要任務は以下の通りである。
a．戦争のための軍事作戦。
b．戦争以外の軍事作戦、すなわち以下を指す。
1．武装した分離主義運動の鎮圧。
2．武装した反乱の鎮圧。
3．テロ活動の鎮圧。
4．国境地域の治安維持。
5．戦略的性格を有し、死活的に重要な国家的対象の安全確保。
6．外交政策に従った世界平和任務の遂行。
7．大統領と副大統領及びその家族の安全確保。
8．全体的な国防システムに従い、早期に防衛地域とその支援勢力を
活性化すること。
9．地方における統治任務の支援。
（解説）特に自然災害の被害対策、インフラの復旧を行い、ストラ
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イキや社会紛争の問題に対処すること。
10．法律で定められた社会の治安秩序維持任務における国家警察の支
援。
11．インドネシア滞在中の外国政府首脳及び代表団クラスの国家的賓
客の安全確保の支援。
12．自然災害の被害への対処、避難や人道的支援の補助。
13．事故における捜索救援活動の補助。
14．海臥強奪、密輸に対する航海及び航空の安全確保面での政府へ
の支援。
第3項　第2項でいうところの規定は、国の政策と政治的決定に基づいて
行われる。
第8粂　陸軍の任務は以下の通りである。
a．防衛分野における陸上での国軍任務を遂行する。
b．他国との陸続きの国境地域の治安を守る国軍任務を運行する。
C．陸軍力の建設と発展において国軍任務を遂行する。
d．陸上防衛地域を活性化させる。
第9条　海軍の任務は以下の通りである。
a．防衛分野における海域での国軍任務を遂行する。
b．国内法及びすでに批准した国際法の規定に従い、国家的司法管轄権の
範囲における海域の法を確立し、その治安を維持する。
C．政府が定めた外交政策を支援する上で海軍の外交任務を遂行する。
d．海軍力の建設と発展において国軍任務を遂行する。
e．防衛海域を活性化させる。
第10条　空軍の任務は以下の通りである。
a．防衛分野における空域での国軍任務を遂行する。
b．国内法及びすでに批准した国際法の規定に従い、国家的司法管轄権の
範囲における空域の法を確立し、その治安を維持する。
C．空軍力の建設と発展において国軍任務を遂行する。
d．防衛空域を活性化させる。
第五章　姿勢と組織
第一部　姿勢
第11条
第1項　国軍の姿勢は、あらゆる軍事的脅威及び武装した脅威に対処する
ための国防の姿勢の部分として形成され、整えられる。
第2項　第1項でいうところの国軍姿勢は国防政策に従って形成され、整
えられる。
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第二部　組織
第12粂
第1項　国軍組織は、陸軍司令部、海軍司令部、空軍司令部を傘下に置く
国軍司令部から成る。
第2項　国軍司令部は、統括要素、統括補佐要素、サービス要素、中央実
施局、作戦主要指令部から成る。
（解説）作戦主要指令部は国軍中枢部にあたり、回軍司令官の指揮の下
に置かれる。
第3項　軍司令部は、統括要素、統括補佐要素、サービス要素、中央実施
局、指導主要指令部から成る。
（解説）指導主要指令部は各軍を指導する機能を持ち、軍参謀長の指揮の
下に置かれる。
第4項　第1項における国軍組織の編成については、大統領令によってこ
れを定める。
第13粂
第1項　一人の国軍司令官が国軍を指揮する。
第2項　第1項でいうところの国軍司令官は、国会の同意を得た後、大統
領によって任免される。
（解説）国会の同意は、経歴に基づき道徳・人格面での強い根拠や判断
材料に基づいて出された見解である。
第3項　国軍司令官の任免は、国軍の組織的利益に基づいて行われる。
第4項　第3項でいうところの国軍司令官ポストは、三軍の参謀長または
参謀長経験者である現役の高級将校が代わる代わる就任することができ
る。
第5項　第3項でいうところの国軍司令官の任命に際して、大統領は国会
の同意を得るために一人の候補者を提出する。
第6項　大統領が選んだ国軍司令官候補者に対する国会の同意は、国軍司
令官候補者同意願が国会によって受理されてから、国会の休会期を除い
て、遅くとも20日以内に行われる。
第7項　第5項と第6項でいうところの大統領が提案した候補者に回会が
同意しない場合には、大統領は代替案として別の候補者一人を提出する。
第8項　大統領が提案した図軍司令官候補者に国会が同意しない場合は、
国会は不同意の理由を説明する書面を提出する。
第9項　第7項でいうところの回答を国会が提出しない場合には、同意し
たものと見なされ、大統領は新しい国軍司令官を任命し、前の国軍司令
官を辞めさせる権限を有する。
第10項　第2項、第3項、第4項、第5項、第6項、第7項、第8項、第
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9項でいうところの国軍司令官の任免のルールについては、大統額決定
でさらに定める。
第14条
第1項　一人の参謀長が各軍を統括し、参謀長は国軍司令官の下に置かれ、
国軍司令官に責任を負う。
第2項　草参謀長の任免は、回軍司令官の提案で大統領が行う。
第3項　第2項でいうところの軍参謀長は、階級と経歴を考慮して当該軍
の現役の高級将校から任命される。
第4項　第2項と第3項でいうところの草参謀長の任免のルールについて
は、大統領決定でこれを定める。
第15桑　園軍司令官の任務と義務は以下のとおりである。
1．国軍を指揮する。
2．国防政策を実施する。
3．軍事戦略を実施し、軍事作戦を遂行する。
4．国軍ドクトリンを発展させる。
5．軍事作戦の利益のために国軍の軍事力を使用する。
6．国軍の軍事力を整備し、督戒態勢を維持する。
7．国防政策を決める上で国防大臣に判断を与える。
8．国軍及びその他の防衛要素の必要を満たす政策を決める上で国防大臣
に判断を与える。
9．国防の利益のために国家資源の管理運用の戦略計画をまとめ、それを
実施する上で国防大臣に判断を与える。
10．軍事作戦の利益のために動員された予備要素を使用する。
11．軍事作戦の利益のために準備された補助要素を使用する。
12．法規定に従って、その他の任務と義務を遂行する。
第16粂　軍参謀長の任務と義務は以下の通りである。
1．各軍の軍事力整備と作戦準備面で軍を統括する。
2．各軍の姿勢、ドクトリン、戦略及び軍事作戦に関する政策を策定する
にあたり、国軍司令官を補佐する。
3．軍の必要性に応じて、国防要素の利用面で国軍司令官を補佐する。
4．国軍司令官が与えた他の軍ごとの任務を遂行する。
第六車　国軍兵力の出動と使用
第一部　出動
第17条
第1項　国軍兵力の出動の権限及び責任は大統領に存する。
第2項　第1項でいうところの国軍兵力の出動について、大統領は国会の
同意を得なければならない。
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第18条
第1項　軍事的脅威及び、あるいは武装した脅威に直面した差し迫った状
況においては、大統領は直接的に国軍兵力を出動させることができる。
第2項　第1項でいうところの国軍兵力の直接的出動において、出動の決
定が出されてから2×24時間以内に、大統領は国会に報告しなければな
らない。
第3項　第1項及び第2項でいうところの出動に国会が同意しない場合は、
大統領は国軍兵力の出動を停止しなければならない。
第二部　使用
第19条
第1項　国軍兵力の使用の責任は国軍司令官に存する。
第2項　第1項でいうところの兵力の使用について、国軍司令官は大統領
に責任を負う。
第20条
第1項　戦争における軍事作戦を運行する上での国軍兵力の使用は、法規
走に従い、国防実施の利益のた捌こ行われる。
第2項　戦争以外の軍事作戦を遂行する上での国軍兵力の使用は、法規定
に従い、国益を後押しする上で、及び、あるいは国防の利益のために行
われる。
第3項　世界平和任務への国軍兵力の使用は、インドネシアの外交政策と
国際法の規定に従って行われる。
第七章　軍人
第一部　基本規定
第21条　軍人は法規定で定められた条件を満たすインドネシア国民であり、
軍務に就くために権限のある高官によって任ぜられる。
第22条　軍人は志願軍人と徴募軍人から成る。
第23条
第1項　志願軍人は勤務義務で軍務に就く。
第2項　第1項でいうところの規定については、政令でさらに定める。
第24条
第1項　徴募軍人は勤務義務に基づいて軍務に就く。
第2項　第1項でいうところの規定については、政令でさらに定める。
第25条
第1項　軍人は以下のような軍の人間である。
a．唯一絶対なる神への信仰を有する。
b．パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシア統一共和国に忠実
である。
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C．道徳的であり、法及び法規定に従う。
d．規律を持ち、上司に忠実である。
e．責任感を持ち、軍としての義務を遂行する。
第2項　第1項でいうところの軍人は、軍人宣誓を表明する義務がある。
第26条
第1項　軍人は将校、下士官、兵卒の階級集団に分けられる。
第2項　第1項でいうところの階級集団については、国軍司令官決定でさ
らに定める。
第27条
第1項　全ての軍人は、権限を合法化するものとして階級を与えられ、軍
のヒエラルキーへの責任を課せられる。
第2項　階級には、その性格に従い、以下のような違いがある。
a．エフェクティブ・ランクは、軍務に就いている軍人に与えられるも
ので、行政的結果を完全に与えられる。
b．ローカル・ランクは、一時的にそれを担うためにより高位の階級が
必要とされる任務、及び特殊ポストに就いている軍人に対して、その
ポストの任務の遂行する上で合法性を確保するために一時的に与えら
れる。行政的結果は与えられない。
C．名義上のランクは、国軍関連の特定の軍事ポストの任務を遂行する
必要がある、及びその準備をしている国民に一時的に与えられる。そ
のポストに就いている限りにおいて限定的に行政的結果を与えられる。
第3項　第2項でいうところの階級の編成、呼称、調和については、国軍
司令官決定でさらに定める。
第二部　任命
第28条
第1項　軍人になるための一般的条件は以下のとおりである。
a．インドネシア国民である。
b．唯一絶対なる神への信仰を持つ。
C．パンチヤシラと1945年憲法に基づくインドネシア統一共和国に忠実で
ある。
d．軍人に任官する際の年齢が18歳以上である。
e．国家警察における書類上の犯罪歴がない。
f．心身ともに健康である。
g．法的効力のある裁判所判決に基づく軍人としての権利を喪失していな
い。
h．国軍人員になる学徒軍人を育成するための最初の教育に合格している。
i．必要に応じて他の条件。
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第2項　第1項でいうところの条件については、国防大臣決定でさらに定
める。
第29条
第1項　軍人に任ずるための教育は、将校教育、下士官教育、兵卒教育か
ら成る。
第2項　第1項でいうところの教育の実施については、国軍司令官決定で
さらに定める。
第30条
第1項　将校は以下を通じて成る。
a．一般人の場合には将校に成るための最初の教育を受ける。
1．上級学校からの場合には、国軍大学校。
2．上級学校及び師範学校からの場合には、士官学校。
b．下士官から将校に成るための教育を受ける。
第2項　第1項でいうところの将校教育については、国軍司令官決定でさら
に定める。
第31条
第1項　下士官は以下を通じて成る。
a．一般人の場合には下士官に成るための最初の教育を受ける。
b．兵卒から下士官に成るための教育を受ける。
第2項　第1項でいうところの下士官教育については、国軍司令官決定で
さらに定める。
第32条
第1項　兵卒は、一般人の場合には兵卒の最初の教育を受けて成る。
第2項　第1項でいうところの兵卒教育は、国軍司令官決定でさらに定め
る。
第33条
第1項　将校は国軍司令官の提案で大統領によって任官される。
第2項　下士官と兵卒は国軍司令官によって任官される。
第3項　第1項と第2項でいうところの規定は、政令によってさらに定め
る。
第34条
第1項　軍人は任官の際に軍人宣誓を行う。
第2項　将校は任官の際に軍人宣誓及び将校宣誓を行う。
第3項　第1項と第2項でいうところの任官ルールと宣誓に関する規定は、
国軍司令官決定によってさらに定められる。
第35条　軍人宣誓は以下の通りである。
アッラーに対して誓い、約束する。パンチヤシラと1945年憲法に基づくイ
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ンドネシア統一共和国に忠実であり、法に従い、軍人としての規律を堅持
し、上司に忠実であり、命令あるいは決定を拒否せず、インドネシア共和
国と国軍への完全なる責任感をもって、あらゆる義務を運行し、あらゆる
軍事機密を固く守ることを。
第36条　将校宣誓は以下の通りである。
アッラーに対して誓い、約束する。パンチヤシラと1945年憲法に基づくイ
ンドネシア統一共和国とインドネシア民族に対して最善に将校としての義
務を全うし、将校としての品位と尊厳を堅持し、軍人宣誓及びサブタ・マ
ルガを高く戴き、模範と意図を示して部下を指導し、実直ぐで正しい道へ
と彼らを導き、国と民族を守るために犠牲になることも厭わないことを。
第三部　義務と禁止
第37粂
第1項　軍人宣誓にあるような国防営為を行うために、軍人は民族と国家
から与えられた信頼を尊ぶ義務がある。
第2項　国の安全のために、軍務を終えた全ての軍人あるいは何らかの理
由で軍人に任ぜられなかった学徒軍人は、名誉をもって辞める、あるい
は名誉無くして辞めるにかかわらず、軍事機密を固く守らなければなら
ない。
第38条
第1項　任務と義務を遂行する上で、軍人は軍人倫理規定及び将校倫理規
定を指針とする。
第2項　第1項でいうところの倫理規定については、図軍司令官決定でさ
らに定める。
第39粂　軍人は以下に関わることを禁じられる。
1．政党党員になること。
2．政治活動。
3．ビジネス活動。
4．槍選挙で立法府議員として選出されること及び、他の政治ポストに就
くこと。
第四部　指導
第40粂
第1項　全ての軍人は任務の要求に応じて軍の制服、付属物、装備、道具
を身に付ける。
第2項　第1項でいうところの規定については、国軍司令官決定でさらに
定める。
第41粂
第1項　全ての軍人は軍の利益を考慮して特定の条件を満たす教育や任務
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を通じて、その能力を伸ばす機会を与えられる。
第2項　第1項でいうところの規定については、国軍司令官決定でさらに
定める。
第42条
第1項　全ての軍人は、軍の利益を考慮して特定の条件を満たす経歴のパ
ターンに合わせ、実績に基づいて階級及び、もしくはポストを上昇させ
る機会を得る。
第2項　第1項でいうところの規定については、国軍司令官決定でさらに
定める。
第43条
第1項　大佐及び高級将校の階級の昇進は、国軍司令官の提案で大統領が
決定する。
第2項　第1項でいうところ以外の階級の昇進については、国軍司令官が
決定する。
第44粂
第1項　直接的に身命を賭して任務を遂行した軍人や任務の範囲を超えて
功績を上げた軍人は、特別の昇格が与えられる。
第2項　第1項でいうところの規定については、政令で定める。
第45粂　国軍司令官、各軍参謀長以外の国軍組織のポストの任免については、
国軍司令官決定で定める。
第46条
第1項　国軍組織における特定のポストには、文民公務員が就くことがで
きる。
第2項　第1項でいうところの規定については、国軍司令官決定で定める。
第47粂
第1項　軍人が文民ポストに就くことができるのは、軍人の職を辞した後、
または退役した後である。
第2項　現役の軍人が就くことができるのは、政治治安調整部局、国防部
局、大統領軍事秘書官、国家諜報局、国家嗜号局、国防研究所、国防評
議会、国家捜索救援局、国家麻薬取締局、最高裁判所におけるポストで
ある。
（解説）現役軍人が就くことのできるポストには、国防大臣職その他の
政治ポストは含まれない。
第3項　第2項でいうところの軍人のポストへの就任は、省庁及び非省庁
系政府部局の指導部の要請に基づくものであり、省庁及び非省庁系政府
部局で施行されている行政規定に従うものとする。
第4項　第2項でいうところの軍人のポストへの任免は、省庁及び非省庁
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系政府部局の組織的必要性に応じて行われる。
第5項　第2項でいうところのポストに就く軍人の経歴形成は、省庁及び
非省庁系政府部局の指導部と協力して国軍司令官が行う。
第6項　第2項、第3項、第4項でいうところの規定については、政令で
定める。
第48条　職務の一時的な停止は、法規定に基づいて当該職務の任免権限を持
つ高官が行う。
第五部　福祉
第49条　全ての国軍軍人は相応しい収入を得る権利を持ち、国家予算のうち
の国防費から全てを支出される。
第50粂
第1項　軍人及び学徒軍人は、以下のような草の基本的必需品を与えられ
る。
a．個々の装備
b．勤務時の制服
第2項　軍人及び学徒軍人は、以下のような勤務上のサービスとケアを受
けられる。
a．相応しい給与
b．家族手当
C．住宅／寮／宿舎
d．健康ケア
e．精神修養と宗教サービス
f．法的支援
g．健康保険
h．老後手当て
i．軍事作戦任務のための保険
第3項　軍人の家族は、以下のようなケアを受けられる。
a．健康ケア
も．精神修養と宗教サービス
C．法的支援
第4墳　第2項aでいうところの相応しい給与とは、現役軍人に毎月ルー
ティンで与えられるものであり、以下から成る。
a．給料、これは勤務期間に応じて定期的に引き上げられる。
b．家族手当
C．作戦手当
d．職務手当
巳．特別手当
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f．副菜金または現物
第5項　第1項、第2項、第3項、第4項でいうところの規定については、
政令でさらに定める。
第51条
第1項　名誉をもって職を辞した軍人は、退役後もサービスとケアを受け
る。
第2項　第1項でいうところの退役後のサービスとケアは、年金、年金と
しての性格を持つ手当、退職金、健康ケアを含む。
第3項　第1項、第2項でいうところの規定については、政令でさらに定
める。
第52条　法規定に従い、軍人と学徒軍人は国家への功績に基づいて国家勲章
を受ける権利を持つ。
第六部　軍務の終了
第53条　軍人は、将校であれば最高盟歳まで、下士官及び兵卒であれば最高
53歳まで軍務を行う。
第嶺粂　軍人は、名誉をもって、もしくは名誉無くして職を辞す。
第55条
第1項　軍人は次の場合には名誉をもって職を辞す。
a．自らの申し出による。
b．勤務義務期間の終了による。
C．退職による。
d．身体的精神的条件を満たさなくなったことによる。
e．戦死、死亡、死去による。
f．文民公務員への異動による。
g．法規走に基づいて現役軍人が就くことのできない職務に就く場合。
h．勤務上の利益への特別の判断に基づく場合。
第2項　軍務への勤務期間が20年に達した軍人は、第1項hでいうところ
の特別の判断に基づいて、早期に退役することができる。彼には退役後
の権利が完全に与えられる。
第3項　第1項と第2項でいうところの規定については、政令で定める。
第56粂
第1項　戦死または死亡した軍人の権利は、相続人に与えられる。
第2項　第1項でいうところの規定については、政令で定める。
第57条　軍事作戦任務中に、もしくは軍事作戦ではない軍務中に、重度・
中度・軽度の障害を負った軍人の権利については、政令で定める。
第58粂
第1項　任務遂行中に敵対行為もしくはその他の暴力のために、あるいは
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それらによると見られる理由で部隊に戻ることができなくなった軍人は、
消息不明者と宣言され、捜索されなければならない。
第2項　第1項でいうところの軍人が1年以上消息不明の場合には、彼は
名誉除隊となり、法規定に基づいて戦死した軍人が与えられるのと同等
の権利が相続人に与えられる。
第3項　第1項でいうところの軍人が生きている状態で発見された場合、
消息不明を宣言される以前の地位に再び任ぜられる。相続人が受け取っ
た権利は清算される。
第4項　第1項、第2項、第3項でいうところの消息不明宣言とその撤回
については、国軍司令官決定で定める。
第59条
第1項　大佐及び高級将校の軍務の免職は、大統領決定で行われる。
第2項　第1項でいうところ以外の免職は、国軍司令官決定で定められる。
第60粂
第1項　軍事非常事態及び戦争状態に直面した際には、軍務を終えた全て
の志願軍人・徴募軍人は現役に復帰し得る。
第2項　第1項でいうところの義務については、法律でこれを定める。
第61粂
第1項　名誉をもって軍務を免職となった軍人は、現役時に得た勲章を国
家儀礼あるいは軍の儀礼に出席する際に身に付ける権利がある。
第2項　第1項でいうところの規定の実施については、大統領決定で定め
る。
第62条
第1項　現実に軍または国軍の規律を損ないかねない性格を持つ場合には、
及び、もしくはそのような行為を行った場合には、名誉無くして免職さ
れる。
第2項　将校に対する第1項でいうところの免職は、将校名誉評議会の意
見を考慮した上で行われる。
第3項　第1項、第2項でいうところの決定については、政令でさらに定
める。
第63条
第1項　軍人の婚姻、離鯨、復縁は、法規定に基づいて行われる。
第2項　第1項でいうところの実施については、国軍司令官決定で定める。
第七部　司法規定
第糾粂　国防実施の利益のために、政府は軍法を整備し、発展させる。
第65粂
第1項　学徒軍人は軍人に施行されている法の規定に従う。
－204一
第2項　軍人は、軍刑法に違反した場合には軍事法廷で裁かれ、法律で定
められた一般の刑法に違反した場合には一般法廷で裁かれる。
第3項　第2項でいうところの一般裁判所の権限が機能しない場合には、
軍人は法規定で定められた裁判所の権限下に服する。
第八章　国防費
第66条
第1項　国軍は、国家予算のうちの国防予算から、その費用が支出される。
第2項　第1項でいうところの予算要求は、国防省が行う。
第67粂
第1項　国軍の予算を充足させる上で国軍司令官は国家予算から全面的に
支出されるよう国防大臣に提案する。
（解説）軍事力の整備と使用の任務を実施するための国軍予算の充足は、
すべて国防省が提出した国家予算を通じて支出される。
第2項　差し迫った性格の軍事作戦の予算の充足については、国軍司令官
は国家予算のうちの非常用予算から支出するよう国防大臣に予算を提出
する。
（解説）任務の遂行に必要な差し迫った性格の軍事作戦の予算の充足は、
すべて国防省が提出し、国会の同意プロセスを経て、非常用予算から支
出される。
第3項　第2項でいうところの補助については、国防大臣は国会に対して
同意を求める。
第68条
第1項　国軍は政府によって配分された国防予算を管理運営しなければな
らない。
第2項　第1項でいうところの国防予算の管理運営について、国軍は国防
大臣に責任を負わなければならない。
第3項　第2項でいうところの国軍による国防予算の管理運営については、
グッド・ガバナンスのルールに照らして、透明性、説明責任、責任、効
率性の原則に基づいて行わなくてはならない。
第4項　国軍による国防予算の管理運営については、法規定に基づいて実
施される。
第69条　国軍による国防予算の管理運営については、会計監査院がその監視
と監査を行う。
第九章　機関関係
第70粂
第1項　国軍と国内の部局・機関との関係と協力は、国防における国軍任
務の遂行の利益に基づく。
－205－
第2項　外国との関係と協力は、作戦任務、技術協力、教育訓練の枠組み
で行われる。
第3項　第1項と第2項でいうところの関係と協力は、国防分野における
政策に基づいて実施される。
第十章　移行規定
第71粂　本法律が施行された際に、第3条でいうところの退役年給に関する
規定は次のように定められる。
a．退役年齢が将校の場合には最高で認歳、下士官と兵卒の場合には最高
で53歳という規定は、本法律が法制化された日に退役を表明していない
国軍軍人に通用される。
b．aでいうところの規定の実施については、以下のように段階的に定め
る。
1．年齢が満55歳以下の将校は、最高で56歳まで軍務期間が設けられる。
2．年齢が満勤歳未満の将校は、最高で57歳まで軍務期間を設けられる。
3．年齢が清田歳未満の将校は、最高で盟歳まで軍務期間を設けられる。
4．年齢が満48歳以下の下士官・兵卒は、最高で53歳まで軍務期間を設
けられる。
第72条　本法律が法制化された日に、国軍軍人に関する法律1988年第2号に
基づいて軍務中に身柄を拘束されていた将校は、軍務における拘束期間が
終了するまで、その規定が適用される。
第73条　本法律の施行の際に、国軍に関するあらゆる実施規定は、本法律と
矛盾しない限りにおいて、また本法律に従い改正されない限りにおいて通
用される。
第74条
第1項　第65条の規定は、軍事裁判所に関する法律が新しく施行された際
に適用される。
第2項　新しい軍事裁判所法がつくられない限り、軍事裁判所に関する法
律1997年第31号の規定に従う。
第75条
第1項　本法律のあらゆる実施規則は、本法律の施行から遅くとも2年以
内に定められる。
第2項　国軍の姿勢、組織、構造、主要任務、権限に関連するあらゆる呼
称、名称、用語については、本法律の規定に沿って、本法律の施行から
遅くとも2年以内に変更されなければならない。
第76粂
第1項　本法律の施行から5年以内に、政府は国軍が直接的及び間接的に
所有・経営するあらゆるビジネス活動を接収しなければならない。
－ユ裕一－
第2項　第1項の実施に関する更なるルール・規定は、大統領決定で定め
られる。
第十一章　附則
第77条　本法律の施行で、国軍軍人に関する法律1988年第2号（インドネシ
ア共和国官報1988年第4号、インドネシア共和国官報補第3368号）は廃棄
される。
第78条　本法律は法制化の日付をもって施行される。何びとも官報の掲載を
通じて本法律の法制化を知り、これを周知させること。
2肌年10月16日
－207－
